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⾼次脳機能障害とは

講義
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★⼩児期発症の⾼次脳機能障害も⽀援の対象

詳しくは実践研修「ライフステージに応じた⽀援︔⼩児期における⽀援」で

⼦供の⾼次脳機能障害について

⼦供の⾼次脳機能障害は
⼩学⽣が多く

外傷性脳損傷、脳⾎管障害、脳炎・脳症、脳腫瘍、低酸素脳症
などが原因となる
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脳には、息をする・⾷べる・寝るなどの指令を出す動物全般に共通
する機能と、思い出す・考える・伝えるなど⼈間で特に発達してい
る機能がある。

前者は、⽣命維持に関わる基本的なはたらき、後者は、⽣死に直接
関わらなくても⼈として社会で⽣きていくために重要なはたらきで、
⾼次脳機能と呼ばれている。

頭のけがや脳の病気によって、⾼次脳機能に関わる部分が傷ついた
とき、記憶障害、注意障害、遂⾏機能障害、社会的⾏動障害などの
症状が表れることがある。

⾼次脳機能障害とは
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これらの症状により「⽇常⽣活または社会⽣活に制約がある状態」
が⾼次脳機能障害である。

原因や損傷の状況によって、ひとりひとり症状の表れ⽅が異なるの
は、この障害の特徴である。

⾼次脳機能障害は、⿇痺や歩⾏障害のように外から⾒える障害では
ないため、「以前と何か変わった」と思いながら何年も経過し、専
⾨の医療機関を訪れて、ようやく診断される⽅も少なくない。

4

社会的⾏動障害

注意・集中が続かない。

以前のことを思い出せない。
新たなことを覚えられない。

要領や段取りが上⼿く取れない。
融通がきかない。

感情のコントロールが難しくなり、
対⼈関係に⽀障をきたす。
意欲が低下したり、
ひとつのことに固執したりする。

詳しくは「障害特性の理解︔⾼次脳機能障害の診断・評価」で

遂⾏機能障害

記憶障害

注意障害
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いつ発症したか
特定できる
後天性脳損傷

⾼次脳機能障害の原因疾患

l 脳⾎管障害
l 頭部外傷
l 脳腫瘍
l 脳炎
l 低酸素脳症（喘息発作、蘇⽣後など）
l 脱髄性疾患（多発性硬化症など）
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⾼次脳機能障害に対するリハビリテーション

詳しくは「医学的リハビリテーション」で

⽣活訓練

詳しくは「⽣活訓練」で

医学的リハビリテーション

詳しくは「復職、就労移⾏⽀援」で

就労⽀援、職業訓練

詳しくは「⽣活と⽀援の実際」で

就労継続⽀援

詳しくは「失語症とコミュニケーション⽀援」で

失語症のリハビリテーション
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平成13〜17年度 平成25年度〜
障害者総合⽀援法

⼀般事業化と普及啓発:
・障害者⾃⽴⽀援法（現障害者総合⽀援法）78条
都道府県の地域⽣活⽀援事業
「特に専⾨性の⾼い相談⽀援に係る事業」として
⾼次脳機能障害⽀援普及事業が明記
・内閣府 障害者施策推進本部
重点施策実施５か年計画（平成20〜24年度）
⾼次脳機能障害⽀援拠点機関の設置、
地域⽀援ネットワーク構築および
⽀援技術の確⽴と普及が明記
・精神障害者保健福祉⼿帳 障害等級判定基準
平成23年度 ⾼次脳機能障害が明記
・国⺠年⾦・厚⽣年⾦保険障害認定基準
平成25年度 ⾼次脳機能障害が明記

実態調査:
・原因・症状・訓
練・⽣活⽀援等の
状況調査
⽀援の枠組作り:
・診断基準作成

平成16年度
診断書により福祉
サービス利⽤可能
・標準的リハプロ
グラム作成
（医療・福祉）
試⾏的実践︓
・事例収集
・分析・評価

⾼次脳機能障害
⽀援モデル事業

⾼次脳機能障害及びその関連
障害に対する⽀援普及事業

⾼次脳機能障害⽀援
普及事業

平成18〜24年度
障害者⾃⽴⽀援法

⾝体障害者⼿帳
視覚障害
聴覚・⾔語障害
肢体不⾃由
内部障害

精神保健福祉⼿帳
統合失調症
中毒/依存症
知的障害
精神病質
その他精神疾患

介護保険制度
原則65歳以上

〜平成12年度

若年の脳損傷や
脳⾎管障害後遺症は、
どの制度の対象にも
該当しない。

参議院での議論を経
て厚⽣労働⼤⾂が
モデル事業の予算要
求

平成22年度
全都道府県設置
⽬標達成

⾼次脳機能障害⽀援に関する国事業の経緯
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⾼次脳機能障害の診断基準
I. 主要症状等
1. 脳の器質的病変の原因となる事故による受傷や疾病の発症の事実が確認されている。
2. 現在、⽇常⽣活または社会⽣活に制約があり、その主たる原因が記憶障害、注意障害、遂⾏機能
障害、社会的⾏動障害などの認知障害である。

 
II. 検査所⾒
MRI、CT、脳波などにより認知障害の原因と考えられる脳の器質的病変の存在が確認されているか、
あるいは診断書により脳の器質的病変が存在したと確認できる。

III. 除外項⽬
1. 脳の器質的病変に基づく認知障害のうち、⾝体障害として認定可能である症状を有するが上記主
要症状（I-2）を⽋く者は除外する。

2. 診断にあたり、受傷または発症以前から有する症状と検査所⾒は除外する。
3. 先天性疾患、周産期における脳損傷、発達障害、進⾏性疾患を原因とする者は除外する。

IV. 診断
1. Ⅰ〜Ⅲをすべて満たした場合に⾼次脳機能障害と診断する。
2. ⾼次脳機能障害の診断は脳の器質的病変の原因となった外傷や疾病の急性期症状を脱した後にお
いて⾏う。

3. 神経⼼理学的検査の所⾒を参考にすることができる。
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H20H15

障害者⾃⽴⽀援法施⾏ 障害者基本法改定 障害者総合⽀援法制定

障害者差別解消法制定
障害者雇⽤促進法制定

H30

第7次医療計画
第6期障害福祉計画
第7期介護保険事業計画

⾼次脳機能障害⽀援
モデル事業

⾼次脳機能障害⽀援普及事業
（都道府県の地域⽣活⽀援事業）

「⾼次脳機能障害」の診断基準が確定したことにより、
障害者に関する各種法制度に⾼次脳機能障害の位置づけが定着

⾼次脳機能障害及び
その関連障害に対する⽀援普及事業

⾼次脳機能障害者⽀援の経緯と現在
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⾼次脳機能障害⽀援拠点機関数
平成18（2006）年4⽉1⽇当時
12都道府県・政令指定都市に13か所

全国の相談⽀援体制の整備状況 H18
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全国の相談⽀援体制の整備状況 令和４年度

平成22年度
全都道府県設置
⽬標達成

全国の⽀援拠点⼀覧は
⾼次脳機能障害情報・⽀援センターサイト参照
www.rehab.go.jp/brain/_fukyu/soudan/

⾼次脳機能障害⽀援拠点機関数
令和4年4⽉1⽇現在
47都道府県・政令指定都市に120か所

令和3年度 相談⽀援件数
⽀援コーディネーター437名
直接相談56,180件
間接相談40,471件
合計96,651件
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地域

救急病院

リハビリテーション病院

障害者⽀援施設

労働
医療

福祉 就労⽀援

地域障害者職業センター
障害者就業・⽣活⽀援センター

⽀援拠点機関︓
都道府県が地域の実情
に応じて指定する。

⾼次脳機能障害⽀援の体制
医療ｰ福祉ｰ労働ｰ地域の連携
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